２０１０①　大綱質疑（無党派ネットワーク　上村ゆうじ）
１、平成22年度予算について

ア　事務事業の評価と見直しについて

（１回目）

　　　３回目の予算議会での大綱質疑。事業仕分けの導入の提案を含めてこれまでゼロベースでの事務事業の徹底的な見直しを求めてきた経過がある。予算提案にあたっては新規事業の提案内容は事業費を含めて詳細に明らかにされるものの、一方で何を見直しどのくらい削減したのかについては明らかにされていないように思われる。改めて事務事業の見直しをどのように行ったか、具体的に見直した内容や金額を示して欲しい。

予算編成作業の公開というテーマも過去に問題提起をさせて頂いたこともあり今回予算編成に関わってホームページ上に公開されている資料等も全て拝見したが、よく答弁に引用されるＰＤＣＡマネジメントサイクルでの事業評価も新規事業や重点事業の評価に留まっているのではないかとの疑問がある。また、継続事業を含めた個別事業や、補助金、負担金等の精査等も公開の下で明らかになっていないという疑問がある。例えば以前、委員会質疑で取り上げたライブジャム開催事業補助金は今回の予算計上から外れていることが担当課に尋ねて初めてわかった。どのような経緯で廃止に至ったのかも担当課に尋ねなければ分からない状況であるがこうした個別事業の廃止作業等が見えてこないことの問題をどのように考えるか見解を伺いたい。

　　　また、これらの資料を拝見して感じた疑問として、総合政策部が行う事業推進計画調査で要求を認めないとした内容（児童館中高生開放事業）が予算計上されているのはなぜか。また、行政改革部が個別のテーマにより事務事業全般に渡る評価を行う行政評価の取り組みが平成２１年に行われていないのはなぜか。説明を頂きたい。
イ　財政健全化に向けた取り組みについて

（１回目）

　　西川市長の市政方針演説の言葉を借りて平成２２年度予算を「チャレンジ予算」と名づけたいと思う。市政の課題の解決に向けた新規事業など積極的な財政措置が行われているが一方で財政規律を高めるための新財政健全化プランに基づく財源確保策も引き続きの重要な視点であったはず。言うまでもなくチャレンジ予算を組めたのは地方交付税と臨時財政対策債の増によるものであるが事務事業の見直しがここ数年と比較して緩かったのではないかとの印象を受けているものであるが所見を伺いたい。平成２２年度の予算編成にあたる新財政健全化プランに関わってどのような取り組みが図られたかも併せてお答えを頂きたい。
　　このプランでは将来に負担を残さないということで借金にあたる市債発行額を１３０億円以内にすることを目標としているが本予算においてはこの目標値を大きく上回る１６１億９１００万円の市債発行額となっている。臨時財政対策債を活用せざるを得なかったということはあるにしてもこの判断をどのように考えられたのか見解を伺いたい。また、政府の管財務大臣は国の予算編成の考え方として現下の景気動向を踏まえると今後も当面は積極財政が必要であるとの考えを示しているが旭川市としては今後も積極財政を組む必要があると考えているのかどうか、併せてお答えを頂きたい。
ウ　包括外部監査契約について　など
（２回目）　

　　　　議案第６５号にも関係するところ。先ほどの予算編成にあたるチェック機能に関する問題意識を伝えたが外部目線で行政執行の見直しを求める包括外部監査も一つの有効な手法であると考える。３セクの見直しや職員の天下り懸念の指摘への対応など外部監査によるこれまでの成果というものをどのように受け止めているかご認識をお聞かせ頂きたい。
（３回目）　
改めて、包括外部監査契約の意義に対する市長の認識を伺いたい。
２、中心市街地の活性化について

ア　中心市街地活性化基本計画に向けた取り組みについて

（１回目）

　　　先に特別委員会で示された新中心市街地活性化基本計画の素案の作成作業においては、新たな集客のターゲットを市民とするか観光客とするか議論が分かれていると聞いている。改めて、限られた財源と選択と集中の事業展開においてはターゲットの優先順位付けや分かりやすいコンセプトの明確化が必要ではないかと考える。見解を頂きたい。
　　　素案の成果指標案として中心部の観光情報センターへの入り込み数が一つの指標となっているが各観光情報センターの入り込み数の推移を示して欲しい。関連して、旭川市最大の資源でありアナウンス効果も見込める旭山動物園観光情報センターにおいて旭川の魅力を知ってもらう取り組みが最も効果的と考えるが旭山動物園観光情報センターの現状と課題をどのように認識しているか。機能強化の必要性についての見解も併せて示して頂きたい。
中心市街地活性化基本計画認定の要件とされている準工業地域への大型店立地規制はいつ実施する予定か。条例改正が必要になるが議会への提案を含めた今後のスケジュールの見込みと併せてお答えを頂きたい。
（２回目）　　　
　　　中心市街地活性化の新たなターゲットについて、市民も観光客もというのもどちらかのみに割り切れない面があるとしても、それぞれを繋げる明確なコンセプトが見えてこない。これは今後予定されていく施策を市民向けか・観光客向けかを考えどのように練り上げていくのかにも関わる重要なポイントにもなる。新たな方向性に向っていく新計画であることも踏まえると関係者が明確な目標に向って取り組んでいくビジョンとして、あるいは市民が明確に新たな方向性を意識できるよう基本的な考え方を明らかにすべきと考えるがどうか見解を頂きたい。個人的には平和通の通称「買物公園という既成概念からの転換」という視点が必要と考える。
　　
　　
イ　平成２２年度の新たな事業展開について　など

（２回目）

　　　約４０００万円の事業費で提案されている仮称まちなか交流館について。これまでの旭川屋、キッズパラダイスや健康応援プラザ事業関連事業の統合の要素もあるようだがこれまでの事業展開は新規事業においてどのように展開されていくのか説明を頂きたい。併せてそれぞれの事業をどのように総括しているか。それぞれの成果・課題に関する数値を含めてお答えを頂きたい。

　　　約３０００万円の事業費で提案されている仮称市民ギャラリーについて。事業概要と投資効果をどのように考えているか説明を頂きたい。また中心部の路面店の空き店舗活用が検討されるべきではないかと考えるが見解を頂きたい。
　　　関連して宮下通１１丁目にある「蔵囲夢」のデザインギャラリー等の活用について。旭川市が併せて約２０００万円を支出して間接的に運営を支えているデザインギャラリーやコレクション館、リハーサルホールなどは一定の利用状況を確保しているが中心市街地の活性化という観点での位置づけはどのようになっているか示して欲しい。文化財登録も受けている上川倉庫「蔵囲夢」は旭川市の観光資源としての魅力を備えている数少ない物件であると評価している。平成９年当時の文化財保存という活用理由から現代的な中心市街地活性化に向けた機能強化の視点を含めて更なる有効活用が検討できるのではないかと考えるがご所見を頂きたい。
　　　約１０００万円の事業費で計上されている仮称彫刻美術館旭川駅サテライトスペースの実施設計について。高架下に区切られたスペースを設けて彫刻を設置する予定と聞いているが区切られたスペースでの設置が必要なのか、設置の趣旨から言えばより広く観覧してもらうことが必要と考えるが観覧は有料とするのかなどの疑問があるためご説明を頂きたい。併せて、彫刻の街というコンセプト、市民・来街者の身近なアクセスという観点からは駅舎内や駅周辺へのオープンスペースでの配置が望ましいものと考えるが見解を頂きたい。
（３回目）
中心市街地子ども広場事業（キッズパラダイス）は市長のマニフェストや対話集会からの要望の実現として西川市長には強い想いのあった事業であったと認識している。昨年の予算分科会において、事業開始の２０年度から１日平均３．４人程度となかなかニーズを掘り起こせないでいたこと、にもかかわらず２１年度予算に予算を増額して４２６万円の事業費を提案していたことに疑問を提起した経緯がある。２年間の試行を踏まえて終了の判断が下されたこの事業を市長はどのように評価しているかご見解を伺いたい。

３、食に関わる地域独自の取り組みについて

ア　開村１２０年記念事業の展開について

（１回目）

　　　開催時期に対する関係者からの疑問の声をどのように受け止めているか見解を伺いたい。確かに地場農産物のＰＲという点から言えば例年、農業まつりの開催時期が８月末であることからも１０月頃になると収穫のピークからも大幅に遅れた時期となり商品が揃わないという声がある。また、１０月初旬ともなれば旭川は肌寒い秋の季節となるため気温も寒く（７・８度）日没も早い（１７時頃）というもので野外イベントとしての開催時期としてはどうかというもの。これら関係者の声を踏まえてどのように理解を求めることができるとお考えなのかご説明を頂きたい。
　　
（２回目）　　　

今回の企画がコメに拘るという考え方は理解できるものの確かに実施時期については様々な課題が多いのも事実ではないか。例えば、関係者を巻き込み関連事業を連続的に実施していくことで米に限らない地域の生産物をＰＲできるような配慮も必要ではないかと思うが見解を頂きたい。具体的な計画としても例えば夏まつり期間中にも食に関する企画が実施できるのではないかと考えるが併せてお答えを頂きたい。

また、この点に関連しては今後の夏・冬まつりなど旭川市の祭りにおいても、マンネリを繰り返すのではなく地域独自の特色を活かした祭りの展開を検討していくべきと考える。今回の企画の方向性や取り組みに対する評価も踏まえながら本市の資源としての価値を高めるため、あるいは他都市との差別化も見据えて今後も「食」をテーマとした取り組みが検討されるべきと考えるがご所見を頂きたい。
　　
（３回目）
先に行われた青年会議所主催のフォーラムにおいて、市長は食と農業を通じた旭川の活性化に必要なキーワードはという質問に対して「愛土拓郷」という言葉を示された。その場でお考えになられたアドリブながらも市長の人柄がにじみ出る素晴らしいキーワードであったと感じられた。関係者の評判も良くせっかくだから記念事業のコンセプトにも使ってはどうかとの声も上がっていたので改めてこの言葉に込めた西川市長の想いをお聞かせ頂きたい。
イ　地産地消の取り組みについて　など

（１回目）

　　　特に学校給食での取り組みについて。西川市長は先の市政方針演説でこれまでの３年間の成果として「学校給食における地場農産物の主力野菜使用率が１０．２ポイント上昇した」ということを挙げられていたが関係者の間では都市戦略研究会等の議論も含めて西川市長が一生懸命旗を振っているのになかなか進んでいかずもどかしいという声が聞こえている。鷲塚議員や太田議員が委員会質疑で取り組んでいたが先の新聞報道にもあったようにようやく関係者による協議の場が設置されそれぞれの課題の解消に向けて一歩を踏み出したばかりとの評価もある。市長の任期の最終年度にあたる平成２２年にどこまで推進することができるのかという観点と学校給食における地産地消の取り組みの意義について確認させて頂きたいと思う。
この点については、農政部所管の地産地消総合推進事業で学校給食等活用促進事業が引き続き予算提案されているがどのように進めていくのかお示し頂きたい。また、農政部として課題解消のためにどのような取り組みが可能と考えているかも併せてお答えを頂きたい。
一方で学校教育部は新年度において学校給食における地産地消の取り組みをどのように進めていくのかもお示し頂きたい。この点、学校給食に関わる地産地消の取り組みの意義をどのように考えているかも併せてお答えを頂きたい。
　　　また、具体的に旭川産野菜・果物の使用拡大に向けた取り組みの現状と課題についてもご説明を頂きたい。同様に、学校教育部として課題解消のために新年度どのような取り組みが可能と考えているかも併せてお答え頂きたい。

（２回目）
流通の問題、ロットの問題、関係者の協力体制の問題などが高いハードルとなっている。これまでの仕組みや意識を変えていく「改革」が求められるのではないか。２１年度は東旭川共同調理所におけるモデル実施を行い積極的な取組みが進められている。これまでの成果と今後の全市拡大の予定をお聞かせ頂きたい。
また、具体的な取り組み課題として挙がっている契約栽培の可能性や共同献立の見直しについてはどのように考えているか、課題解決への意欲を含めてお答えを頂きたい。
（３回目）
　　　改革に向けては関係者の意識改革が最も必要ではないかと考える。一部生産者側には手間もかかるし納品価格も安いことなどこの取り組み対する理解・協力が十分ではないとの指摘もある。また、先に答弁頂いた学校給食に関わる地産地消の意義から言えばただ地元のものを使えば良いという数字目標ありきの取り組みを強要することも本末転倒になる恐れもあるのではないか。
　　　まずは、原点に返る取り組みの実施も必要ではないか。生産者の理解と共感を促す意味で、一方では実効性のある食育展開の意味でも学校給食における生産者との交流と併せた地産地消給食日を創設すべきと考えるが見解を頂きたい。一部の試験的な取り組みに留まっていることからも地産地消メニューの充実や生産者との交流という観点を重視した本市独自の積極的な取り組みを期待したい。
